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I. 解説・事例集の概要 

1. 解説・事例集の狙いと使い方 
本解説・事例集は、『都市再生緊急整備地域 モニタリングマニュアル』を補完し、地方

公共団体の担当者が、都市再生緊急整備地域及び特定都市再生緊急整備地域（以下、「指
定地域」という。）における都市再生の進捗状況の確認や効果検証等について、より効果
的かつ継続的にモニタリングできるよう支援することを目的に編纂する。 

 
具体的には、次の３つの役割を果たすことを狙いとする： 

① マニュアル本編の「運用支援ツール」 
『都市再生緊急整備地域 モニタリングマニュアル』本編に記載された実施要領
に従い、現場で実際にモニタリングを行うに当たっての要点や留意点を補足す
る。 

② 指標設定やデータ収集・分析・活用に関する「知識ベース」 
経済・社会・環境の分野ごとの指標候補リスト及びそれらの組み合わせによる分
析への活用視点を整理し、汎用的な指標セットを提示する。 

③ 他地域事例の「学習リソース」 
モニタリングの実施手順ごとに、参考となり得る他地域の実践事例から実務上の
ノウハウを共有することで、地方公共団体の相互学習を促進する。 

 
上記役割を踏まえ、本解説・事例集は以下の５編構成としている： 

I  解説・事例集の概要 
II ロジックモデル編 
III 指標編 
IV 実践事例編 
V 参考資料編 

各パートは互いに関係しているが、モニタリングの実施に当たっては、必要な部分だけ
を参照すれば、要点や留意点が分かるものとなっている。 
 

2. 解説・事例集の対象者 
本解説・事例集は、各指定地域の地方公共団体における都市再生に関わる施策（事業・

取組等）を主管する部署の担当者で、モニタリングの実務にあたる者を主たる読者と想定
している。
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II. ロジックモデル編 

1. モニタリングにおけるロジックモデルの位置づけ 
ロジックモデルとは、モニタリング対象とする指定地域の「整備の目標」及び「地域整

備方針に関する事項」について、それらを表す指標の因果関係を体系化し、論理的かつ段
階的なつながりがあるかを確認、検証することで、都市再生の効果を測るための指標を検
討するためのツールである。 

モニタリングにおけるロジックモデルの作成様式は、［様式４（任意）_ロジックモデル
シート］の形式で作成することを推奨する。ただし、各指定地域の事情や既存の考え方を
反映し、様式の編集や、既存のロジックモデルを貼付・添付することも考えられる。 
 
2. ロジックモデルの構成要素 

本モニタリングにおけるロジックモデルは、最終アウトカム、中間アウトカム、アウト
プットの三階層としている。 

[様式 4（任意）_ロジックモデルシート]では、各階層に『整備の目標』、『地域整備方針
に関する事項』及び『関連施策』を位置づけ、それらに関連する効果及び指標を設定する
（詳細後述）。 

＜ロジックモデルの構成要素＞ 
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＜［様式４（任意）_ロジックモデルシート］_ロジックモデルの構成要素＞ 
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3. ロジックモデル作成の手順 
ロジックモデルを作成する際は、以下の手順に従い、『最終アウトカム』、『中間アウト

カム』、『アウトプット』を体系的に整理することが求められる。 
 

１）地域整備方針の位置づけ 
ロジックモデルは、施策と地域整備方針を体系的に示すことで関連性の整理や施策の見

直しに資するものであるため、地域整備方針を網羅的に記載しておくことが望ましい。 
『地域整備方針に関する事項』に関して、直近の地域課題や重視する施策の方向性に係

る考え方に基づき、一部の取組事項に絞り込み、それらの取組事項を中心としたロジック
モデルを作成する場合には、その取組事項を優先した理由等を、[様式 4（任意）_ロジッ
クモデルシート]の『備考』に記載しておくことで、後任の担当者にも考え方を引き継ぐこ
とが望ましい。 

 
具体的な設定手順としては下記を推奨する： 

① 『整備の目標』の位置づけ 
 地域整備方針に記載されている「整備の目標」を、『最終アウトカム』の『整備の

目標』に記載する。  

 

② 『地域整備方針に関する事項』の位置づけ 
 地域整備方針に記載されている「地域整備方針に関する事項」を、『中間アウトカ

ム』の『地域整備方針に関する事項』に記載する。 
 その際、『最終アウトカム』に記載した『整備の目標』の実現のために実施する事項

を、その『整備の目標』の右側の『地域整備方針に関する事項』に記載すること
で、対応関係を整理する。 

 『中間アウトカム』の『記号』には、『地域整備方針に関する事項』に記載した内容
に対して[様式１_地域整備方針対応項目一覧シート]で紐づけた記号を記載する。 
 例：地域整備方針で『都市開発事業を通じて増進すべき都市機能に関する事項』

の２つ目として記載した事項の『記号』は都２となる。 
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＜［様式４（任意）_ロジックモデルシート］_地域整備方針の位置づけの記入例＞ 
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２）期待される効果の設定 
『最終アウトカム』で『整備の目標』と対応させて記載する『最終効果』、『中間アウト

カム』で『地域整備方針に関する事項』と対応させて記載する『中間効果』の考え方は以
下の通りである： 
 『最終効果』： 『整備の目標』として、最終的に実現を目指す効果 
 『中間効果』： 『地域整備方針に関する事項』が実現した状態を示す効果 

 
 具体的な設定手順としては下記を推奨する： 
① 『最終効果』を設定 
 『最終アウトカム』では、『整備の目標』をもとに、『整備の目標』を要素分解し

た、最終的に発現を目指す効果を『最終効果』として記載する。 
 『最終効果』は、指定地域における各種施策の実施によって、『整備の目標』が実

現した状態において期待される効果を示す内容とする。 
 

② 『中間効果』を設定 
 『中間アウトカム』では、『地域整備方針に関する事項』をもとに、各事項が実現

した状態で発揮される効果を『中間効果』として記載する。 
 『中間効果』は、各事項が状態を示すものであると同時に、『最終アウトカム』で

ある『最終効果』を実現するための要素であることが求められるため、『最終効
果』との論理的な整合性を意識しながら策定する。 

 
③ 『関連施策』の整理 
 指定地域で実施する事業や取組を、『中間アウトカム』に紐づける形で整理する。 
 『関連施策』は、ハード／ソフト問わず記載する。 
 ロジックモデルに一部の施策のみを位置付ける場合には、その施策を選定した理由

及び他施策を記載しなかった理由等を、[様式 4（任意）_ロジックモデルシート]の
『備考』に記載しておくことで、後任の担当者にも考え方を引き継ぐことが望まし
い。 
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＜［様式４（任意）_ロジックモデルシート］_期待される効果の記入例＞
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３）指標の設定 
指標の設定に当たっては、「Ⅲ．指標編」も参照し、取得できるデータを考慮しながら広

く検討されたい。 
 
① 『指標』の設定 
 『最終効果』や『中間効果』、『関連施策』の進捗を定量的に示す指標を『指標』

に記載する。 
 各指標を、「経済」、「社会」、「環境」の 3 分野に分類（『指標分類』で選択）

する。
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＜［様式４（任意）_ロジックモデルシート］_指標の設定例＞ 
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4. ロジックモデル作成時の留意点 
ロジックモデルは、地域整備方針に記載の内容に基づき、『最終アウトカム』、『中間ア

ウトカム』、『アウトプット』の論理的整合性を意識して作成されたい。論理的整合性をと
ることが難しい場合には、まず地域整備方針で策定された事項を重視して記載しておき、
関連施策や地域整備方針の見直しのタイミングで、ロジックモデル作成時に発覚した課題
を解消していくことが望ましい。 

ロジックモデルの作成に当たっては、関係者、関係部署とともに議論し、意見を反映し
ながら合意形成を図ることが望ましい。 
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III. 指標編 

1. 指標一覧 
本項では、経済・社会・環境の３分野について、モニタリングに活用可能な指標候補を提示する。こちらに掲載する指標候補はあくまで例示であり、各指定地域

の状況に合わせて指標を設定することが期待される。 
※  頻度・凡例  不定期：調査の実施頻度やデータの更新頻度が明らかになっていないもの 

調査状況次第：各地方公共団体等で実施する調査等、調査実施状況が各地方公共団体等によって異なるもの                                                                                      

随時：各地方公共団体に申請する制度等、各地方公共団体が随時把握できると考えられるもの 

任意時点：データベース等の操作時点での最新データが取得できるもの 

 

１） 経済面を表す指標 
＃ 分類 指標 範囲 頻度※ 取得先（及び算出方法） 取得先分類 取得項目名 取得先 URL 利用方法 URL 
1 基礎

情報 
地価 公示地価

調査点 
１年 不動産情報ライブラリ 公開統計 「地価公示」＞「価格」 国土交通省「不動産情報ラ

イブラリ」 
地価公示・都道府県地
価調査情報 Web の利
用方法 

「地価調査」＞「価格」 

２ 建築用途別延床
面積（業務用
途、商業用途
等） 

町丁目 概ね５年 都市計画基礎調査 行政データ ― ― ― 
３ 建物 随時 建築確認申請 行政データ ― ― ― 

４ 生産
活動 

事業所数（産業
別） 

町丁目 ３-５年 経済センサス（基礎調査・活動調
査） 

公開統計 「事業所数」 ・e-stat「経済センサス 基
礎調査」 
・e-stat「経済センサス 活
動調査」 

e-stat データベースの利
用方法 

５ 新規事業所開設
数（産業別） 

市区町村 ３-５年 経済センサス（基礎調査・活動調
査） 

公開統計 「存続・新設・廃業」＞「新
設事業所」の事業所数 

・e-stat「経済センサス 基
礎調査」 
・e-stat「経済センサス 活
動調査」 

e-stat データベースの利
用方法 

６ 事業所年間販売
額（産業別） 

町丁目 ３年 事業所母集団データベース 公開統計 ― 総務省「事業所母集団デー
タベース」 
 

事業所母集団データベー
スの提供 

７ 小売業の床面積 
 

町丁目 随時 大規模小売店舗立地法による届出 行政データ ― ― ― 

https://www.reinfolib.mlit.go.jp/landPrices/
https://www.reinfolib.mlit.go.jp/landPrices/
https://www.reinfolib.mlit.go.jp/landPrices/manual/
https://www.reinfolib.mlit.go.jp/landPrices/manual/
https://www.reinfolib.mlit.go.jp/landPrices/manual/
https://www.e-stat.go.jp/stat-search?page=1&toukei=00200552&survey=%E7%B5%8C%E6%B8%88%E3%82%BB%E3%83%B3%E3%82%B5%E3%82%B9
https://www.e-stat.go.jp/stat-search?page=1&toukei=00200552&survey=%E7%B5%8C%E6%B8%88%E3%82%BB%E3%83%B3%E3%82%B5%E3%82%B9
https://www.e-stat.go.jp/stat-search?page=1&toukei=00200553&survey=%E7%B5%8C%E6%B8%88%E3%82%BB%E3%83%B3%E3%82%B5%E3%82%B9
https://www.e-stat.go.jp/stat-search?page=1&toukei=00200553&survey=%E7%B5%8C%E6%B8%88%E3%82%BB%E3%83%B3%E3%82%B5%E3%82%B9
https://www.e-stat.go.jp/help/dbview-2
https://www.e-stat.go.jp/help/dbview-2
https://www.e-stat.go.jp/stat-search?page=1&toukei=00200552&survey=%E7%B5%8C%E6%B8%88%E3%82%BB%E3%83%B3%E3%82%B5%E3%82%B9
https://www.e-stat.go.jp/stat-search?page=1&toukei=00200552&survey=%E7%B5%8C%E6%B8%88%E3%82%BB%E3%83%B3%E3%82%B5%E3%82%B9
https://www.e-stat.go.jp/stat-search?page=1&toukei=00200553&survey=%E7%B5%8C%E6%B8%88%E3%82%BB%E3%83%B3%E3%82%B5%E3%82%B9
https://www.e-stat.go.jp/stat-search?page=1&toukei=00200553&survey=%E7%B5%8C%E6%B8%88%E3%82%BB%E3%83%B3%E3%82%B5%E3%82%B9
https://www.e-stat.go.jp/help/dbview-2
https://www.e-stat.go.jp/help/dbview-2
https://www.stat.go.jp/data/jsdb/index.html
https://www.stat.go.jp/data/jsdb/index.html
https://www.stat.go.jp/data/jsdb/27teikyo.html
https://www.stat.go.jp/data/jsdb/27teikyo.html
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＃ 分類 指標 範囲 頻度※ 取得先（及び算出方法） 取得先分類 取得項目名 取得先 URL 利用方法 URL 
８ 従業者数（産業

別） 
町丁目 ３-５年 経済センサス（基礎調査・活動調

査） 
公開統計 「従業者数」 ・e-stat「経済センサス 基

礎調査」 
・e-stat「経済センサス 活
動調査」 
 

e-stat データベースの利
用方法 
 

9 昼間滞在人口 任意地点 任意時点 モバイル統計データ  
※ KDDI Location Analyzer・ドコ
モモバイル空間統計等 

民間データ
（有償） 

― ― ― 

10 昼夜間人口比率 市区町村 ５年 国勢調査 公開統計 「従業地・通学地による人
口・就業状態等集計」＞
「昼夜間人口比率」 

e-stat「国勢調査」 e-stat データベースの利
用方法 
 

11 市内総生産額   
（＝GRP） 

市区町村 ５年 市民経済計算（または県民経済計
算）、経済センサス 

公開統計 ― ― ― 

12 従業者 1 人あたり
総生産額 

市区町村 ５年 ・使用資料︓市民経済計算（または
県民経済計算）、経済センサス 
・計算式︓（市内総生産額）÷（市
の従業者数） 
※市区町村単位のデータを取得できな
い場合は、 

都道府県単位でもよい 

公開統計 ― ― ― 

13 域内総生産額   
（＝GRP） 

町丁目 ５年 ・使用統計︓市民経済計算（または
県民経済計算）、経済センサス 
・計算式︓（従業者１人あたり総生
産額）×（指定地域内の従業員
数） 

公開統計 ― ― ― 

14  商圏人口 調査状況
次第 

調査状況
次第 

各地方公共団体調査 独自調査 ― ― ― 

15  大学発ベンチャー
企業数 

大学 1 年 産業技術調査（大学発ベンチャー実
態等調査） 

公開統計 「関連大学別大学発ベン
チャー数」 

経済産業省「産業技術調
査（大学発ベンチャー実態
等調査）報告書」 

― 

16 不動
産 

オフィス賃料 市区町村 不定期 三鬼商事 ※主要地方都市のみ 民間データ ― 三鬼商事株式会社「オフィス
マーケット」 

― 

17 オフィス空室率 市区町村 不定期 三鬼商事 ※主要地方都市のみ 民間データ ― 三鬼商事株式会社「オフィス
マーケット」 

― 

18 空き店舗数 調査状況
次第 

調査状況
次第 

各地方公共団体調査 独自調査 ― ― ― 

https://www.e-stat.go.jp/stat-search?page=1&toukei=00200552&survey=%E7%B5%8C%E6%B8%88%E3%82%BB%E3%83%B3%E3%82%B5%E3%82%B9
https://www.e-stat.go.jp/stat-search?page=1&toukei=00200552&survey=%E7%B5%8C%E6%B8%88%E3%82%BB%E3%83%B3%E3%82%B5%E3%82%B9
https://www.e-stat.go.jp/stat-search?page=1&toukei=00200553&survey=%E7%B5%8C%E6%B8%88%E3%82%BB%E3%83%B3%E3%82%B5%E3%82%B9
https://www.e-stat.go.jp/stat-search?page=1&toukei=00200553&survey=%E7%B5%8C%E6%B8%88%E3%82%BB%E3%83%B3%E3%82%B5%E3%82%B9
https://www.e-stat.go.jp/help/dbview-2
https://www.e-stat.go.jp/help/dbview-2
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?toukei=00200521&tstat=000001136464&tclass1=000001136469
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?toukei=00200521&tstat=000001136464&tclass1=000001136469
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&toukei=00200521
https://www.e-stat.go.jp/help/dbview-2
https://www.e-stat.go.jp/help/dbview-2
https://www.meti.go.jp/policy/innovation_corp/start-ups/start-ups.html
https://www.meti.go.jp/policy/innovation_corp/start-ups/start-ups.html
https://www.meti.go.jp/policy/innovation_corp/start-ups/start-ups.html
https://www.e-miki.com/rent/
https://www.e-miki.com/rent/
https://www.e-miki.com/rent/
https://www.e-miki.com/rent/
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＃ 分類 指標 範囲 頻度※ 取得先（及び算出方法） 取得先分類 取得項目名 取得先 URL 利用方法 URL 
19 政策 各地方公共団体

独自の企業立地
に関する制度 

企業 随時 各地方公共団体調査（各地方公共
団体独自の企業立地助成事業等の
行政手続データから抽出） 

行政データ ―制度の利用件数、予算
額、助成金額等 

― ― 

20 宿泊・
観光 

宿泊施設数 調査状況
次第 

調査状況
次第 

各地方公共団体調査 行政データ ― ― ― 

21 建物 随時 旅行情報サイト  
※ じゃらん net 等 

民間データ ― ― ― 

22 宿泊者数 調査状況
次第 

調査状況
次第 

各地方公共団体調査 行政データ ― ― ― 

23 観光入込客数 市区町村 調査状況
次第 

観光入込客統計 行政データ ― ― 「観光入込客統計」及び
「観光入込客統計に関す
る共通基準」の概要※ 
観光入込客統計の調査
方法等に関する説明が記
載されている 

24 観光消費額 調査状況
次第 

調査状況
次第 

各地方公共団体調査 行政データ ― ― ― 

25 賑わい 歩行者数（施
設・地点別） 

任意地点 任意時点 モバイル統計データ  
※ KDDI Location Analyzer・ドコ
モモバイル空間統計等 

民間データ
（有償） 

― ― ― 

26 調査状況
次第 

調査状況
次第 

各地方公共団体調査（歩行者通行
量調査） 

行政データ ― ― ― 

27 滞在者数（施
設・地点別） 

任意地点 任意時点 モバイル統計データ ※KDDI 
Location Analyzer・ドコモモバイル
空間統計等 

民間データ
（有償） 

― ― ― 

28 イベントの数 調査状況
次第 

調査状況
次第 

各地方公共団体調査 行政データ ― ― ― 

29 調査状況
次第 

調査状況
次第 

道路占用（使用許可）申請 行政データ ― ― ― 

30  SNS の投稿動向 調査状況
次第 

調査状況
次第 

SNS 分析データ 
※ Social Insight（ユーザーローカ
ル）等 

民間データ
（有償） 

― ― ― 

31  道路空間利活用
社会実験の実施
回数 

調査状況
次第 

調査状況
次第 

各地方公共団体調査 行政データ ― ― ― 

 

https://www.mlit.go.jp/kankocho/tokei_hakusyo/irikomikyaku.html
https://www.mlit.go.jp/kankocho/tokei_hakusyo/irikomikyaku.html
https://www.mlit.go.jp/kankocho/tokei_hakusyo/irikomikyaku.html
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２） 社会面を表す指標 
# 分類 指標 範囲 頻度※ 取得先（及び算出方法） 取得先分類 取得項目名 取得先 URL 利用方法 URL 

１ 基礎
情報 

人口 市区町村 １ヵ月 住民基本台帳 公開統計 「【総数】」カテゴリの「人口」
＞「総数」 

e-stat「住民基本台帳
に基づく人口、人口動態
及び世帯数調査」 

e-stat データベースの利用方法 

２ 町丁目 ５年 国勢調査 公開統計 「小地域集計」＞「人口」 e-stat「国勢調査」 
 

e-stat データベースの利用方法 

３ 世帯 市区町村 １ヵ月 住民基本台帳 公開統計 「【総数】」カテゴリの「世帯
数」＞「総数」 

e-stat「住民基本台帳
に基づく人口、人口動態
及び世帯数調査」 

e-stat データベースの利用方法 

４ 町丁目 ５年 国勢調査 公開統計 「小地域集計」＞「人口」 e-stat「国勢調査」 e-stat データベースの利用方法 
５ 建築用途別延床

面積（住居用
途、文教厚生用
途等） 

町丁目 概ね５年 都市計画基礎調査 行政データ ― ― ― 
６ 建物 随時 建築確認申請 行政データ ― ― ― 

７ 暮らし 転出入者数 市区町村 １ヵ月 住民基本台帳人口移動報告 公開統計 「他市区町村からの転入者
数」 

e-stat「住民基本台帳
人口移動報告」 

e-stat データベースの利用方法 
 

８ 「住みたいと思う」
の住民回答割合 

調査状況
次第 

調査状況
次第 

各地方公共団体調査 アンケート調査 ― ― ― 

９ 低未利用地面積 調査状況
次第 

調査状況
次第 

各地方公共団体調査 行政データ ― ― ― 

10 各地方公共団体
独自の中心市街
地活性化に関する
制度 

建築物等 随時 各地方公共団体調査（各地
方公共団体独自の中心市街
地新築住宅助成事業や新築
件数等の行政手続データから
抽出） 

行政データ 制度の利用件数、予算額、
助成金額等 

―・ ― 

11 医療・
福祉 

医療施設数 施設 不定期 国土数値情報（各医療機
関） 

公開統計 「医療機関（ポイント）」＞
地点数の合計 

国土交通省「国土数値
情報ダウンロードサイト」 

国土数値情報ダウンロードサイト 
初めての方へ 
 

12 医療施設の病床
数 

施設 不定期 国土数値情報（各医療機
関） 

公開統計 「医療機関（ポイント）」＞
「病床数」の合計 

国土交通省「国土数値
情報ダウンロードサイト」 

国土数値情報ダウンロードサイト 
初めての方へ 

13 福祉施設数 施設 不定期 国土数値情報（福祉施設
等） 

公開統計 「福祉施設（ポイント）」＞
地点数の合計 

国土交通省「国土数値
情報ダウンロードサイト」 

国土数値情報ダウンロードサイト 
初めての方へ 

14 保育施設入所待
機児童数 

市区町村 １年 保育所等関連状況取りまとめ 公開統計 「保育提供体制｜市区町
村」＞「待機児童数」 

こども家庭庁「保育提供
体制に関するダッシュボー
ド」 

データの定義︓保育提供体制に
関するダッシュボード 

https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&toukei=00200241&tstat=000001039591
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&toukei=00200241&tstat=000001039591
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&toukei=00200241&tstat=000001039591
https://www.e-stat.go.jp/help/dbview-2
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&toukei=00200521
https://www.e-stat.go.jp/help/dbview-2
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&toukei=00200241&tstat=000001039591
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&toukei=00200241&tstat=000001039591
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&toukei=00200241&tstat=000001039591
https://www.e-stat.go.jp/help/dbview-2
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&toukei=00200521
https://www.e-stat.go.jp/help/dbview-2
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&toukei=00200523&tstat=000000070001
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&toukei=00200523&tstat=000000070001
https://www.e-stat.go.jp/help/dbview-2
https://nlftp.mlit.go.jp/ksj/
https://nlftp.mlit.go.jp/ksj/
https://nlftp.mlit.go.jp/first.html
https://nlftp.mlit.go.jp/first.html
https://nlftp.mlit.go.jp/ksj/
https://nlftp.mlit.go.jp/ksj/
https://nlftp.mlit.go.jp/first.html
https://nlftp.mlit.go.jp/first.html
https://nlftp.mlit.go.jp/ksj/
https://nlftp.mlit.go.jp/ksj/
https://nlftp.mlit.go.jp/first.html
https://nlftp.mlit.go.jp/first.html
https://www.cfa.go.jp/policies/hoiku/torimatome/govdashboard
https://www.cfa.go.jp/policies/hoiku/torimatome/govdashboard
https://www.cfa.go.jp/policies/hoiku/torimatome/govdashboard
https://www.digital.go.jp/resources/govdashboard/childcare/description
https://www.digital.go.jp/resources/govdashboard/childcare/description
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# 分類 指標 範囲 頻度※ 取得先（及び算出方法） 取得先分類 取得項目名 取得先 URL 利用方法 URL 

15 文化・
芸術 

文化施設数（体
育施設、美術館、
博物館、映画館、
劇場等） 

施設 不定期 国土数値情報（文化施設） 公開統計 「文化施設（ポイント）」＞
地点数の合計（※特定の
施設のみカウントする場合は
施設分類コードを用いる） 

国土交通省「国土数値
情報ダウンロードサイト」 

国土数値情報ダウンロードサイト 
初めての方へ 
 

16 教育 小学校・中学校・
高等学校数   
（1,000 人あた
り） 

施設 １年 学校基本調査 
（各地方公共団体調査） 

公開統計 ― ― 学校基本調査 調査の概要 
※学校基本調査の概要が記載さ
れている 

17 国際
性 

外国人人口 市区町村 １年 住民基本台帳 公開統計 「【外国人住民】」カテゴリの
「人口」＞「総数」 

e-stat「住民基本台帳
に基づく人口、人口動態
及び世帯数調査」 
 

e-stat データベースの利用方法 
 

18 外国人留学生数 市区町村 調査状況
次第 

各地方公共団体調査 行政データ ― ― ― 

19 インナーナショナル
スクールの学校数 

施設 不定期 インターナショナルスクールナビ 民間データ ― 有限会社ライチャス「イン
ターナショナルスクールナ
ビ」 

― 

20 防災 耐火建築物の割
合 

建築物 概ね５年 
（調査状
況次第） 

都市計画基礎調査 行政データ ― ― ― 

21 耐震建築物の割
合 

調査状況
次第 

調査状況
次第 

各地方公共団体調査 行政データ ― ― ― 

22 帰宅困難者の一
時滞在施設数 

調査状況
次第 

調査状況
次第 

各地方公共団体調査 行政データ ― ― ― 

23 一時滞在施設の
収容人数 

調査状況
次第 

調査状況
次第 

各地方公共団体調査 行政データ ― ― ― 

24 災害用備蓄量 調査状況
次第 

調査状況
次第 

各地方公共団体調査 行政データ ― ― ― 

25 防犯・
治安 

犯罪認知件数 市区町村 １年 犯罪統計 
（各地方公共団体調査） 

公開統計 ― ― ― 

26 事故率 市区町村 １年 市区町村別交通事故分析 民間データ
（有償） 

― ITARDA（公益財団法
人交通事故総合分析セ
ンター）「交通分析」 
 

― 

https://nlftp.mlit.go.jp/ksj/
https://nlftp.mlit.go.jp/ksj/
https://nlftp.mlit.go.jp/first.html
https://nlftp.mlit.go.jp/first.html
https://www.mext.go.jp/b_menu/toukei/chousa01/kihon/1267995.htm
https://www.mext.go.jp/b_menu/toukei/chousa01/kihon/1267995.htm
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&toukei=00200241&tstat=000001039591
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&toukei=00200241&tstat=000001039591
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&toukei=00200241&tstat=000001039591
https://www.e-stat.go.jp/help/dbview-2
https://www.ins-navi.com/region/zenkoku.html
https://www.ins-navi.com/region/zenkoku.html
https://www.ins-navi.com/region/zenkoku.html
https://www.itarda.or.jp/materials/traffic/data
https://www.itarda.or.jp/materials/traffic/data
https://www.itarda.or.jp/materials/traffic/data
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# 分類 指標 範囲 頻度※ 取得先（及び算出方法） 取得先分類 取得項目名 取得先 URL 利用方法 URL 

27 景観 事前協議等実施
件数 

調査状況
次第 

調査状況
次第 

各地方公共団体調査 行政データ ― ― ― 

28 電柱地中化進捗
率 

調査状況
次第 

調査状況
次第 

各地方公共団体調査 行政データ ― ― ― 

29 放置自転車数 調査状況
次第 

調査状況
次第 

各地方公共団体調査 行政データ ― ― ― 

30 交通 公共交通の分担
率 

調査状況
次第 

調査状況
次第 

各地方公共団体調査 行政データ ― ― ― 

31 鉄道利用者数 調査状況
次第 

調査状況
次第 

各鉄道事業者調査 民間データ ― ― ― 

32 自転車通行帯整
備率 

調査状況
次第 

調査状況
次第 

各地方公共団体調査 行政データ ― ― ― 

33 歩道のバリアフリー
化率 

調査状況
次第 

調査状況
次第 

各地方公共団体調査 行政データ ― ― ― 
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３） 環境面を表す指標 
# 分類 指標 範囲 頻度※ 取得先（及び算出方法） 取得先分類 取得項目名 取得先 URL 利用方法 URL 

１ 脱炭
素 

CO2 排出量推
計 

市区町村 不定期 部門別 CO2 排出量の現況
推計 

公開統計 「市区町村別データ」＞「排
出量合計」等目的に合致
する項目 

環境省「部門別 CO2 排出量の
現況推計」 
 

― 

2 自動車 CO2 排
出量 

市区町村 不定期 運輸部門（自動車）CO2
排出量推計データ 

公開統計 「運輸部門（自動車）

CO2 排出量推計データ」

＞「年間排出量」 

環境省「運輸部門（自動車）
CO2 排出量推計データ」 

（左記リンク先から詳細確
認可能） 

3 建築物の環境性
能認証取得率 
（ZEB・LEED・
CASBEE 等） 

建築物 随時 各認証団体 民間データ ― 例） 
・一般社団法人グリーンビルディ
ングジャパン「LEED 認証プロジェ
クトリスト」 
・IBECs（一般財団法人住宅・
建築 SDG 推進センター）
「CASBEE 建築評価認証物件
一覧」 
（不動産評価認証、街区認証
等もリンク先から確認可能） 

― 

4 各地方公共団体
独自の建築物の
環境面に関する
制度 

建築物 随時 各地方公共団体調査（各
地方公共団体独自の
CASBEE 制度等の行政手
続データから抽出） 

行政データ 制度の利用件数、予算
額、助成金額等 

― ― 

5 地域冷暖房設備
の導入施設数 

施設数 随時 各地方公共団体調査 行政データ ― ― ― 

6 
 

緑化 緑地面積 市区町村 1 年 都市計画現況調査 行政データ ― ― ― 

7 緑被率 調査状況
次第 

調査状況
次第 

各地方公共団体調査 行政データ ― ― ― 

8 緑視率 調査状況
次第 

調査状況
次第 

各地方公共団体調査 行政データ ― ― ― 

https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/tools/suikei2.html
https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/tools/suikei2.html
https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/tools/car.html
https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/tools/car.html
https://www.gbj.or.jp/leed/about_leed/certified-projetcts/
https://www.gbj.or.jp/leed/about_leed/certified-projetcts/
https://www.gbj.or.jp/leed/about_leed/certified-projetcts/
https://www.ibecs.or.jp/CASBEE/certified_buld/CASBEE_certified_buld_list.htm
https://www.ibecs.or.jp/CASBEE/certified_buld/CASBEE_certified_buld_list.htm
https://www.ibecs.or.jp/CASBEE/certified_buld/CASBEE_certified_buld_list.htm
https://www.ibecs.or.jp/CASBEE/certified_buld/CASBEE_certified_buld_list.htm
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４） その他の活用可能なデータソース及び指標 
（1）地域経済分析システム（RESAS） 

内閣府では、各地方公共団体による様々な取組を情報面及びデータ面から支援するため、
平成 27 年 4 月より「地域経済システム（RESAS ：リーサス）」の提供を開始している。RESAS
は、地域経済に関連する様々なビッグデータを「見える化」するシステムであり、地域のデ
ータ分析の「入口」として、初心者でも簡単に使えるシステムを実現している。各地方公共
団体における地域動向の分析にも活用いただくことが可能である。 

 
▼ 地域経済システム（RESAS）のホームページ 

https://resas.go.jp/ 
▼ 地域経済システム（RESAS）掲載のデータ一覧（概要） 

https://www.chisou.go.jp/sousei/resas/pdf/resas_update.pdf 
 

 以下に RESAS から取得可能なデータのうち、特に指定地域のモニタリングに活かすこと
が考えられる指標例について、その一部を紹介する。 

なお、これらデータ取得手順及び取得可能なデータ項目については、現時点（2025 年 12
月 12 日現在）の仕様に基づき紹介したものであり、システム更新等により、取得可否や方
法について今後変更される可能性があることを前提とする。 
 
  

https://resas.go.jp/
https://www.chisou.go.jp/sousei/resas/pdf/resas_update.pdf
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① 事業所立地 
RESAS の分析メニューのうち、「事業所立地分析」では、電話帳に登録のある事業所を地

図上に表示し、指定したエリア内の産業別割合や事業所・店舗数の推移などを表示すること
ができる。 

「事業所立地」データの出所は、日本ソフト販売株式会社「電話帳データ」、国際航業株
式会社「住所正規化コンバータ R7」である。業種分類については日本ソフト販売株式会社
による独自調査に基づいている。表示データは、各年の 7 月時点の電話帳掲載情報から日
本ソフト販売株式会社で作成しているデータである。 

＜データ取得手順＞ 
 以下にデータを取得するための手順を簡単に紹介する： 
【手順①】RESAS の分析メニューから「マーケティングマップ」を選択 
【手順②】「事業所立地分析」を選択 
【手順③】「任意の地域を選択する」を選択 
【手順④】「⬟」（五角形）の描画オプションを選択 
【手順⑤】地図上で分析したい範囲を描画 
【手順➅】選択地域に名前を入力 
【手順⑦】「選択地域の事業所一覧を表示」「選択地域の産業割合を表示」     

「選択地域の産業別推移を表示」を選択 
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＜取得可能なデータ項目＞ 
 「選択地域の事業所一覧を表示」「選択地域の産業割合を表示」「選択地域の産業別推移
を表示」を選択すると、下記項目にかかるグラフを表示させることができる。マウスカー
ソルをグラフに重ねることで、グラフの具体的な数値データを確認することができる。 
 選択地域の事業所一覧 
 選択地域の産業別割合 
 選択地域の産業別推移 
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② 滞留人口 
RESAS の分析メニューのうち、「滞留人口メッシュ分析」では、携帯電話のアプリ利用

者の位置情報を基に、エリア内に留まっていた人口を表示し、指定したエリアの滞留人口
推移や性年代別構成を表示することができる。 

「滞留人口」とは、ある地点に 15 分以上滞留している人の 1 時間あたりの平均人数で
ある。「滞留人口」のカウント方法として、30 分間滞留している人は 0.5 人としてカウン
トされる。すべての月、すべての日、すべての時間帯は、それぞれの「滞留人口」の合計
値を指す。「滞留人口」は、国勢調査による人口を基に拡大推計を行っている。合計値に
は、同一人物が重複してカウントされている場合がある。 

「滞留人口」データの出所は「LocationMind xPop」である。NTT ドコモが提供するア
プリケーションの利用者より、許諾を得た上で送信される携帯電話の位置情報を、NTT ド
コモが総体的かつ統計的に加工を行ったデータである。位置情報は最短 5 分毎に測位され
る GPS データ（緯度経度情報）であり、個人を特定する情報は含まれない。 

＜データ取得手順＞ 
 以下にデータを取得するための手順を簡単に紹介する： 
【手順①】RESAS の分析メニューから「マーケティングマップ」を選択 
【手順②】「滞留人口メッシュ分析」を選択 
【手順③】「任意の地域を選択する」を選択 
【手順④】「⬟」（五角形）の描画オプションを選択 
【手順⑤】地図上で分析したい範囲を描画 
【手順➅】選択地域に名前を入力 
【手順⑦】「選択地域のグラフを表示」を選択 
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＜取得可能なデータ項目＞ 
「選択地域のグラフを表示」を選択すると、下記項目にかかるグラフを表示させること

ができる。マウスカーソルをグラフに重ねることで、グラフの具体的な数値データを確認
することができる。 
 滞留人口ピラミッド 
 滞留人口の月別推移 
 滞留人口の時間別推移 
 滞留人口の属性構成（性別、年代、居住地） 

１

３

４

５

６ ７

２
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③ 通過人口 
RESAS の分析メニューのうち、「通過人口メッシュ分析」では、携帯電話のアプリ利用

者の位置情報を基に、エリア内を通り過ぎた人口を表示し、指定したメッシュの通過人口
推移や性年代別構成を表示することができる。 

「通過人口」とは、あるメッシュを通過した人の１時間あたりの平均人数である。「通
過人口」のカウント方法として、あるメッシュを通過した人を１人とカウントする。交通
手段（徒歩・車・電車等）は区別していない。すべての月、すべての日、すべての時間帯
は、それぞれの「通過人口」の合計値を指す。「通過人口」は、国勢調査による人口を基に
拡大推計を行っている。合計値には、同一人物が重複してカウントされている場合があ
る。 

「通過人口」データの出所は「LocationMind xPop」である。NTT ドコモが提供するア
プリケーションの利用者より、許諾を得た上で送信される携帯電話の位置情報を、NTT ド
コモが総体的かつ統計的に加工を行ったデータである。位置情報は最短 5 分毎に測位され
る GPS データ（緯度経度情報）であり、個人を特定する情報は含まれない。 

＜データ取得手順＞ 
 以下にデータを取得するための手順を簡単に紹介する： 
【手順①】RESAS の分析メニューから「マーケティングマップ」を選択 
【手順②】「通過人口メッシュ分析」を選択 
【手順③】「メッシュサイズを指定する」を選択 
【手順④】表示されたヒートマップで全体的な人口分布を確認 
【手順⑤】更に詳細確認したいメッシュで「このメッシュのグラフをみる」を選択 

 

１

３

２

４

５
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＜取得可能なデータ項目＞ 
 「このメッシュのグラフをみる」を選択すると、特定のメッシュについて、下記項目に
かかるグラフを表示させることができる。マウスカーソルをグラフに重ねることで、グラ
フの具体的な数値データを確認することができる。 
 通過人口ピラミッド 
 通過人口の月別推移 
 通過人口の時間別推移 
 通過人口の属性構成（性別、年代、居住地） 
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（2）不動産情報ライブラリ 
 不動産情報ライブラリとは、不動産の取引価格、地価公示等の価格情報や防災情報、都
市計画情報、周辺施設情報等、不動産に関する情報を確認することができる国土交通省の
WEB サイトである（2024 年 4 月より公開）。 
 ▼ 不動産情報ライブラリ 

 https://www.reinfolib.mlit.go.jp/ 
 

同 WEB サイトでは、円滑な不動産取引を促進する観点から、不動産に関わる様々なオ
ープンデータ（価格情報、地形情報、防災情報、周辺施設情報、都市計画情報、人口情報
等）について、利用者のニーズに合わせ、地図上で重ね合わせて表示することが可能な仕
様となっている。 

＜不動産情報ライブラリの収録情報と地図表示イメージ＞ 

 

出所）国土交通省資料 

 
 指定地域のモニタリングにおいては、共通指標として地価指標のデータの確認を求めて
いるところ、不動産情報ライブラリを利用することで、地価公示、都道府県地価調査のデ
ータを取得できる。また、これら取得したデータについては、その実績値を確認するのみ
ならず、WebGIS により誰でも容易に操作できるサービスが提供されていることから、周
辺施設情報や都市計画情報、人口情報等と重ね合わせて分析することもできるため、モニ
タリングにおいても有効活用することが期待される。 
  

https://www.reinfolib.mlit.go.jp/
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＜価格情報取得イメージ＞ 
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（3）地域幸福度（Well-Being）指標 
 地域幸福度（Well-Being）指標とは、客観指標と主観指標のデータをバランスよく活用
し、市民の「暮らしやすさ」と「幸福感（Well-being）」を指標で数値化・可視化したもの
である。 
 地域幸福度（Well-Being）指標の調査データ及び活用方法等については、デジタル庁の
WEB サイトに掲載されているが、一般社団法人スマートシティ・インスティテュート
（以下 SCI-Japan）が作成・開発した Liveable Well-Being City 指標が基となっている。 
 ▼ 地域幸福度（Well-Being）指標 － WEB サイト 

https://well-being.digital.go.jp/ 
 

 ダッシュボードでは、アンケートやオープンデータに基づき取りまとめられた都道府
県・市区町村単位の「幸福感（Well-Being）」と「暮らしやすさ」の算出結果データを確認
することができる。 
 ▼ 地域幸福度（Well-Being）指標 － ダッシュボード 

https://well-being.digital.go.jp/dashboard/ 
 ▼ 地域幸福度（Well-Being）指標 － 指標構成要素 
   https://well-being.digital.go.jp/about#search 
  

https://well-being.digital.go.jp/
https://well-being.digital.go.jp/dashboard/
https://well-being.digital.go.jp/about#search
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（4）都市構造可視化計画ウェブサイト 
 都市構造可視化計画のウェブサイトでは、人口・産業構造・就業構造・商業販売額等に
ついて、その現況や将来予測、経年変化の状況等を 3 次元の地図上で把握することが可能
である。具体的には。同ウェブサイトを活用することで、GIS ソフトを導入することな
く、統計データに基づく即地的な都市構造の分析を行うことができる。また、統計データ
は三次元で表示が可能なため、高さや色で表示項目を使い分けることにより、視覚的に都
市構造を把握できることが利点としてある。 

同ウェブサイトは現行版（v3）では、国勢調査（2020 年）、経済センサス（2012 年）、
事業所・企業統計（2006 年）、商業統計（2014 年）、国土数値情報、都市計画基礎調査の
データに基づいた可視化結果を確認することができる。 

なお、具体的な実績値を把握するためには、出典元のデータをダウンロードして確認、
使用することが求められるが、都市構造の概況を視覚的に捉えて把握する上では、有効な
ツールと考えられる。 
  ▼ 都市構造可視化計画 ― ウェブサイト 

https://v4.mieruka.city/ 
 

＜都市構造可視化計画ウェブサイトの可視化イメージ＞ 

 
 
 

https://v4.mieruka.city/


33 

 

2. 組み合わせ指標一覧 
都市再生の進捗及び効果の分析に当たっては、単一の指標を設定して考察するだけでは、限ら

れた側面でしか把握することができない場合がある。このため、相互関係の想定される複数の指
標を設定し、それらの指標の実績値を組み合わせて考察することが有効である。具体的には、下
記に示す観点から有効と考えられる： 

 
A）施策や効果の連鎖を確認できる 
 アウトプットや中間アウトカム、最終アウトカムのような因果のつながりについて、一

連の指標で同時に追跡することができる。単一指標だけを追っている場合、この連鎖が
切れ、真の効果が見えにくくなる可能性がある。 
 

B）施策の相乗効果を確認できる 
 複数の施策を実施した場合、それぞれの施策のアウトプットが、アウトカムに効いてい

るのかどうか（あるいはいずれが効いているのか）を確認できる。これにより、施策の
課題や対応の方向性を検討し、優先順位付けや取捨選択の議論に繋げることが期待され
る。 
 

また、指標を組み合わせる場合の考え方として、複数の指標が「増加－増加」「増加－減
少」「減少－増加」「減少－減少」などのパターンに分類されることを理解した上で、同じよ
うな指標を選択するのではなく、それぞれ違う観点を表現するような指標を選択することが考
えられる。例えば、再開発事業の「増加」が事業所数の「増加」に寄与しているかを確認する
とともに、CO2 排出量の「減少」を確認することで、経済活動の活性化が環境に配慮しながら
推進されているかを確認することができる。  

＜組み合わせ指標の関連性のイメージ＞ 

 
以下では、組み合わせして分析することが有効と考えられる指標候補を例示する。ここで解説

する組み合わせ指標の検証ポイントや解釈例は、あくまで一つの解釈方法である。各指定地域
の目標や地域条件により、適当な指標の選び方や組み合わせ、解釈の仕方は異なってもよい。 
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類型 検証視点 指標組み合わせ（案） 考察記述（例） 
A 物理的更新

×政策支援 
都市再生に
関わる行政
の政策的支
援が、どの程
度で良質な
物理的更新
を後押しして
いるかを確認
する 

1 住民参加型ワークショップ
開催回数 

域内商店街のストリートでは、公共空間の整備としてストリートファ
ニチャー設置促進事業（R5-R7 年度）を展開している。それら
の設置促進に向けては、住民参加型ワークショップの開催を毎年
実施しており、R5 は 5 回、R6 は 6 回開催してきた。その結果、
ベンチの設置が進み、R6 に 5 件、R7 に 8 件のベンチが設置さ
れ、公共空間の環境整備が進められた。住民参加型ワークショップ
の開催により、公共空間整備が促進されていることを確認した。 

公共空間の整備件数 

2 事業誘致活動における
域外企業面談件数 

建物老朽化の進む中心市街地では、助成金の提供を通じ、新規
事業所の立地と合わせた建て替え促進を図っている。R5 は、域
外企業 20 社と面談して事業誘致活動を実施。そのうち事業所
立地助成を申請・取得した企業は 5 社であり、うち 3 社は R6 に
建物建て替えを伴うかたちで立地することになった。誘致活動と助
成制度の展開が、建物の建て替えを促進したことが確認できた。 

事業所立地促進助成  
制度の助成実施件数 
建物の建て替え件数 

B 物理的更新
×空間   
利用変化 

都市再生に
よる物理的
更新が、
人々の滞在
等の空間利
用に影響し
ているかを確
認する 

1 公園の整備件数・面積 中心市街地の公共公益施設整備事業として、R5 から約 1.0ha
の公園 A の更新に着手した。公園Ａでは、子供や家族向けの遊
具や休憩スペースを刷新・増設した。その結果、R6 の１日当たり
の平均滞在者数は 1,200 人程度で対前年度比 5%増加して
おり、更新前の R4 年度よりも高い水準を維持している。公園Ａ
の更新効果により滞在者が増加し、賑わいが生まれていることが確
認できた。 

滞在者数の増加率 

2 歩道幅員の拡張箇所数 R5-6 年度にかけ、段階的に域内商店街の歩行者空間化を推
進してきた。具体的には、商店街の道路のうち３箇所について、2
車線道路を１車線に変更し、歩道幅員を拡張した。加えて、沿
道の空き店舗対策を強化し、R6 には３軒の助成に伴う新規事
業所の立地があった。この結果、域内商店街の歩行者の通行量
は R6-7 年度で 10%増加した。歩行空間と沿道店舗の更新が
相乗的に来街者の増加をもたらしたことを確認できた。 
 

空き店舗対策事業の 
助成件数 

通行者数の増加率 

C 物理的更新
×社会的変
化 

都市再生に
よる物理的
変化が、社
会的変化へ
波及している
かを確認する 

1 新築住宅供給戸数 R4-6 年度にかけ、域内の新築住宅供給戸数は、平均 100 戸
で推移してきた。これに伴い、域内の人口増加率も R4-6 年度で
1%の増加となっている。都心の人口増加傾向に合わせて新築住
宅の供給が推移してきていることが確認できた。 
 

人口の増加率 

2 従業者数の増加率 域内では R2-R7 年度の期間で従業者数の増加率が 10%であ
った。域内では R2-7 年度の若年世帯の転入率が 5%増加、住
宅の建て替え率も 5%となっている。上記から、域内では魅力的な
就業機会の増加が、若年世帯の呼び込みや住戸の新規投入や
更新へと連鎖していることが確認できた。 

住戸建て替え率 

若年世帯転入率の  
増加率 
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類型 検証視点 指標組み合わせ（案） 考察記述（例） 
D 物理的更新

×経済活動
変化 

都市再生に
よる物理的
変化が、地
域の経済活
動の活性化
にどのように
連鎖している
かを確認する 

1 新規事業所増加率 域内では R2-R7 年度にかけて小売・サービスの事業所数の増加
率が 5%であった。他方、同エリアの 1 日あたり平均来街者数は
R2 から継続して増加傾向である。R7 も対前年比 8%増加であ
った。事業所数増加は、域内の来街者増加にも貢献していること
を確認できた。 

来街者数の増加率 

2 複合用途の再開発事業
実施件数 

R3 に域内中心部で２棟の商業・宿泊・居住用途の複合再開発
事業を完成させた。R2-7 年度の期間で、新規事業所の増加率
が 5%であった。同期間の域内総生産額も 2%増加している。複
合再開発事業を契機に、周辺の店舗更新も進み、経済活動の
活性化に繋がっていることが確認できた。 

新規事業所増加率 

域内総生産額の増加率 

E 物理的更新
×環境影響
変化 

都市再生に
よる物理的
変化が、地
域環境にも
たらした影響
を確認する 

1 道路緑地箇所数 市では道路緑化政策を進めているところ、R1-R5 年度にかけて、
域内の道路空間で緑地帯が設けられている個所数は 10 箇所増
えた。同期間の域内の緑被率は 2%増加した。R6 の『○○市△
△商店街の住民満足度調査』によると、「まちなかの歩行空間の
快適性が上がった」の回答者が、対 R1 比で 10%増加した。道
路緑化が、都市居住者（特に歩行者）の快適性向上に貢献し
ていることが確認できた。 

緑被率 

住民満足度上昇率 

2 建築物の建物環境性能
認定取得率 

市ではグリーン建築助成制度により、CASBEE 等の認証を取得し
た環境にやさしい建築への建て替え促進を図っている。R1-R6 に
かけ、域内の建物のうち、環境性能認証を取得した建物が 3%
増加した。なお、同期間の域内の CO2 排出量は 1%減少してい
る。CO2 排出量の減少は、必ずしも建物だけに由来しないが、グ
リーン建築助成は CO2 排出量の減少に貢献していると見られる。 

CO2 排出量の減少率 

F 社会的変化
×経済活動
変化 

都市再生に
よる社会構
造の変化
が、地域内
の経済的な
需要や供給
のバランスに
どのように影
響しているか
を確認する 

1 医療・福祉事業所の増
加率 

域内では対前年比高齢者数の増加率が 1.5%であった。高齢社
会に対応した地域インフラの整備として、医療・福祉事業所の立
地促進事業を展開しているところ、R2 から医療・福祉事業所は
継続して増加傾向にあるところ、R7 年度も対前年比 3%増加し
ている。高齢者の需要増加に対し、医療・福祉サービスの供給を
増やして対応できていることを確認できた。 

高齢者数の増加率 

2 転入者の増加率 R2-R7 年度にかけ、域内の転入者数の増加率は 5%であった。
他方、R1 まで減少傾向にあった域内の小売事業所数は、R2-
R7 年度にかけて増加傾向に転じ、2%増加している。人口増加
に対応したサービスが拡充されていることを確認できた。 

小売事業所の増加率 

G 外部評価× 
住民評価 

域外からの
評価と域内
住民の評価
のギャップを
確認する 

1 観光客数の増加率 域内観光客数は増加傾向にあり、R7 年度は対 R5 年度比で
20%増加している。他方、『○○市△△商店街の住民満足度
調査』によると、「中心市街地の賑わいが向上している」「暮らしが
便利になった」と感じている回答者数も R5-R7 年度にかけて増加
傾向にある。このことから、外部からの来訪者と地域住民の暮らし
がバランスしていることを確認できた。 

住民満足度上昇率 
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類型 検証視点 指標組み合わせ（案） 考察記述（例） 
2 域外居住者のイメージ 市では、「食文化」のまちとしての地域イメージを打ち出している。そ

こで SNS データに基づき、R6 に当市に関連する上位キーワードを
地域内外の居住者別に分析を行ったところ、「食文化」に関連する
投稿数は、域内では 10%であったのに対して、域外では 1%に満
たない状況であった。「食文化」のまちとしてのイメージでは、域内外
でまだギャップが大きいことを確認した。 

域内居住者のイメージ 



37 

 

3. 指標実績値の集計方法（参考） 
 本項では、指標実績値の集計にあたり、参考となる集計の考え方を紹介する。具体的に
は、［様式２_都市再生モニタリングシート］において「共通指標」として分析を求めてい
る『人口・世帯』『従業者数・事業所数』『地価』を例として、それぞれ国勢調査や経済セ
ンサス、公示地価等を用いた集計方法を説明する。なお、これらの例において適用される
「地理情報システム（GIS）を用いた面積按分」や「面積の合計値を用いた面積按分」の
方法については、その他の指標実績値の集計に対しても応用可能である。 
 
１） 国勢調査（町丁・字別集計）を利用した人口・世帯数の集計方法 
 本項では参考として、国勢調査のデータを用いて指定地域内における人口・世帯数を集
計する方法を解説する。 
 
（ア）地理情報システム（GIS）を用いた面積按分による人口・世帯数の集計方法 
【手順１】国勢調査データ（小地域、町丁・字別集計等）のダウンロード 

① 下記の統計局のサイトから、平成 12 年度以降、平成 22 年、平成 27 年及び令和
２年国勢調査（小地域）数値データ及び町丁・字の境域データをダウンロードする 

 
＜地図で見る統計（統計 GIS）＞ 
https://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/toukeiChiri.do?method=init 
 
＜利用する統計等＞ 
 国勢調査の小地域（町丁・字）の集計を行っており、上記のサイトでは平成 

27 年までのデータがダウンロード可能である。 
 町丁・字の境域データ（GIS 形式）について、現時点では平成 12・17・22・

27 年、令和 2 年のものが上記サイトで入手可能である。 
  

https://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/toukeiChiri.do?method=init
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【手順２】指定地域の境界ポリゴンの作成 

① GIS 上で指定地域境界を示すポリゴンを作成する 
（下記「面積按分イメージ」の赤枠部分を参照） 

＜面積按分イメージ＞ 

 

 
【手順３】面積按分率の計算 

① 上記【手順１】及び【手順２】で取得・作成した町丁・字ポリゴンと、指定地域の
ポリゴンを重ね合わせる 

② 重ね合わせることにより、新たにできたポリゴンの面積を計算する 
③ 元の町丁・字のポリゴンごとに指定地域内外の面積按分率を計算する 

 
【手順４】面積按分率による人口・世帯の集計 

① 【手順３】で求めた面積按分率を、指定地域にその全部または一部が含まれる町
丁・字の人口・世帯数に乗じて、指定地域内の人口・世帯数を計算する 

※ なお、GIS による作業は面積按分率を求めるためのみで、一旦面積按分率が
計算できれば【手順４】の作業は表計算ソフト（Excel）等で代用可能である 

 
（イ）GIS を利用できない場合の人口・世帯数の集計方法 
 〔方法①：面積の合計値を用いた按分〕 

① データの範囲（市区町村、特定の町丁目の範囲等）の面積の合計を計算する 
② 指定地域の面積の合計を計算する 
③ ②を①で割り、面積按分率を計算する 
④ ③を①で使用した元のデータの範囲（市区町村、特定の町丁目の範囲等）に対応す

る人口・世帯数のデータに乗じて、指定地域内の人口・世帯数を算出する 
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 〔方法②：町丁目単位を用いた算出〕 
① 指定地域が町丁・字の境界と完全に一致する場合、面積按分率を求める作業を省略

し、当該町丁・字の人口・世帯数の数値を集計する 
※ その場合は、［様式２_都市再生モニタリングシート］上の『データソース

（集計方法）』にその集計方法を記載すること。 
 
（ウ）留意事項 

町丁・字の境界変更等に伴い変更されることがあるため、過去の面積按分率を使用する
際は、町丁・字界に変更がないか確認する。変更がある場合には新たに面積按分率を求め
る必要がある。 

また、［面積の合計値を用いた面積按分］を実施した場合、集計結果の解釈においては
留意が必要である。例えば、指定地域の中に大規模な公園や河川、空地等がある場合、あ
るいはタワーマンションや戸建て住宅が偏在する場合には、これらの状況を織り込みなが
ら、集計結果の解釈を行うことに留意する。 
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２） 経済センサス（町丁・大字別集計）を利用した従業者数・事業所数の集計方法 
 本項では参考として、経済センサス基礎調査のデータを用いて指定地域内における従業
者数・事業所数を集計する方法を解説する。 
 
（ア）地理情報システム（GIS）を用いた面積按分による数の集計方法 
【手順１】経済センサスデータ（町丁・大字別集計等）のダウンロード 

① 下記の統計局のサイトから、平成 26 年国勢調査、及び町丁・大字別の従業者数・
事業所数の数値データ及び町丁・大字の境域データをダウンロードする 
 
＜地図で見る統計（統計 GIS）＞ 
https://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/toukeiChiri.do?method=init 
 
＜利用する統計等＞ 
 経済センサス基礎調査では、従業者数及び事業所数について、町丁・大字別の

集計を行っている。ただし、現時点で利用可能なのは平成２年分、平成 26 年
分であり、経済センサス基礎調査の前身である事業所・企業統計調査の平成
13 年分については、上記サイトで同様の集計結果が公表されている。 

 町丁・字の境域データ（GIS 形式）について、現時点では平成 21・26 年のも
のが GIS 形式で公表されている。 

 
【手順２】指定地域の境界ポリゴンの作成 

① GIS 上で指定地域境界を示すポリゴンを作成する               
（下記「面積按分イメージ」の赤枠部分を参照） 

＜面積按分イメージ＞ 

  

https://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/toukeiChiri.do?method=init
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【手順３】面積按分率の計算 
① 上記【手順１】及び【手順２】で取得・作成した町丁・大字ポリゴンと、指定地域

のポリゴンを重ね合わせる 
② 重ね合わせることにより、新たにできたポリゴンの面積を計算する 
③ 元の町丁・大字のポリゴンごとに指定地域内外の面積按分率を計算する 

 
【手順４】面積按分率による従業者数・事業所数の集計 

① 【手順３】で求めた面積按分率を、指定地域にその全部または一部が含まれる町
丁・大字の従業者数・事業所数に乗じて、指定地域内の従業者数・事業所数を計算
する 

※ なお、GIS による作業は面積按分率を求めるためのみで、一旦面積按分率が
計算できれば【手順４】の作業は表計算ソフト（Excel）等で代用可能である 

 
（イ）GIS を利用できない場合の人口・世帯数の集計方法 
 〔方法①：面積の合計値を用いた按分〕 

① データの範囲（市区町村、特定の町丁目の範囲等）の面積の合計を計算する 
② 指定地域の面積の合計を計算する 
③ ②を①で割り、面積按分率を計算する 
④ ③を①で使用した元のデータの範囲（市区町村、特定の町丁目の範囲等）に対応す

る従業者数・事業所数のデータに乗じて、指定地域内の従業者数・事業所数を算出
する 

 
 〔方法②：町丁目単位を用いた算出〕 

① 指定地域が町丁・大字の境界と完全に一致する場合、面積按分率を求める作業を省
略し、当該町丁・大字の従業者数・事業所数の数値を集計する 

※ その場合は、［様式２_都市再生モニタリングシート］上の『データソース
（集計方法）』にその集計方法を記載すること。 

 
（ウ）留意事項 

町丁・大字の境界変更等に伴い変更されることがあるため、過去の面積按分率を使用す
る際は、町丁・大字界に変更がないか確認する。変更がある場合には新たに面積按分率を
求める必要がある。 
経済センサス基礎調査（及び事業所・企業統計調査）の従業者数・事業所数は、「公務」
を含んだ数値だが、経済センサス活動調査では「公務」が含まれておらず数値の性格が異
なる。本モニタリングの場合では、「公務」を含んだ数値で従業者数・事業所数を集計す
る。  
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３） 地価指標について 
 本項では、指定地域内の地価をモニタリングするための方法を解説する。 
 
（ア）主な地価に関する指標 
 主な地価に関する指標としては、公示地価（地価公示価格）、基準地価（都道府県調査地
価）、相続税路線価、固定資産税評価額、不動産取引価格がある。 

＜地価の指標＞ 
指標 概要 

公示地価  国土交通省が発表する標準的な土地の更地としての価格。２人以上の不動産鑑定

士によって決定。 

基準地価  都道府県が発表する標準的な土地の更地としての価格。２人以上の不動産鑑定士

によって決定。 

相続税路線価  国税庁が発表する相続税にかかる課税標準額を求めるために、道路の路線ごとに

固定された価格。公示地価の８割程度を目途に決定。 

不動産取引価格  国土交通省が発表する土地、建物等の売買価格データ。不動産取引アンケート結

果に基づく。 

 
（イ）公示地価、基準地価、相続路線価のデータ入手方法 

主な地価に関する指標のうち、比較的過年度データが入手しやすい公示地価、基準地
価、相続路線価について、具体的な指標の入手方法は以下の通り。 

＜データ入手方法（例）＞ 
指標 URL 形式 掲載期間 備考 

公示地価 

基準地価 

国土交通省地価公示・都

道府県地価調査 

テキスト、 

地図 

昭和 45 年以降 不動産取引価格も確認可能 

国土数値情報 GIS 昭和 58 年以降 Shape 形式のデータ取得 

相続税 

路線価 

路線価図・評価倍率表 

 

PDF 直近７年間 掲載終了図面は財産評価基

準書で確認可能 

 
（ウ）地価指標の選択について 

基本的には、公示地価または基準地価を選択することが望ましい。公示地価や基準地価
は、不動産鑑定士により、標準的な地点が選定されて価格算定を行っているため、相続税
路線価や固定資産税評価額の価格基準にもなっている。また、選定した地価を比較する対
象としては、市区内商業地平均価格等を利用することも可能であり、比較しながら分析す
ることができる。 

ただし、対象とする地域やその周辺に評価対象とするのに、妥当な地価公示点が存在し
ない場合は、代替案として路線価を用いることも有効である。 

https://www.reinfolib.mlit.go.jp/landPrices/
https://www.reinfolib.mlit.go.jp/landPrices/
https://nlftp.mlit.go.jp/ksj/
https://www.rosenka.nta.go.jp/
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（エ）モニタリングに用いる公示地価のポイント、路線の選択について 

対象地域を代表する地価を選定する場合には、対象地域内の主要事業区域周辺の地価公
示点、路線を選定し、その地域指定時点や事業実施前から、事業終了後または現時点まで
の増加率を見る。 

対象地域における事業の効果や、事業継続性の必要性について検討する場合には、事業
区域周辺のみならず、地域内の他の事業区域周辺や、主要駅・幹線道路周辺の地価の推移
についても把握して比較することで、地域内での事業効果の偏りの有無を確認することが
可能である。 

なお、公示地価と基準地価は基準日、公示地価や基準地価と相続税路線価は算定方法及
び目的が異なっているため、同じ年次であっても、異なる指標同士で比較することはでき
ない。 
 
（オ）市区内商業地平均価格との比較について 
 ［様式２_都市再生モニタリングシート］では、対象地域の地価の変動を把握することを
目的としているため、地域の母都市（当地域が属する市、都内であれば区等）の市区内商
業地平均価格をその比較対象としている。 
 一方、市区内商業地平均価格自体に対象地域の地価も含まれているため、対象地域の地
価を正確に評価するためには、市区内の商業地の地価公示点から、指定地域内の点を除い
た平均地価を求め、比較することが有効である。 
 地点数が少ない場合、それぞれの地価公示点の指定地域内外の状況は、住所から容易に
判別することができる。しかし、地点数が多い場合や地図上で区別することが必要な場合
には、国土交通省の不動産取引価格情報検索（https://www.reinfolib.mlit.go.jp/）を用い
ることも有効である。 

＜市区内商業地平均価格イメージ＞ 
 

  

https://www.reinfolib.mlit.go.jp/
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IV. 実践事例編 

1. 実践事例集一覧 
実施手順 項目 問題意識 事例ページ 

1）活用方法の
設定 

(1) モニタリング結果活用
の考え方 

モニタリング結果については、どの
ような活用方法が考えられるか。 

p.45 

2）指標の設定 (1) 指標の設定方法 どのように指標を設定することが考
えられるか。 

p.46 

(2) データ未取得指標の位
置付け方法 

設定したい指標はあるが、指標算出
に係るデータが未取得の場合はどう
すればよいか。 

p.50 

(3) 異なる対象範囲の指標
設定 

指定地域以外の範囲を対象としたモ
ニタリング指標を設定することも考
えられるか。 

p.51 

3）目標値の 
設定 

(1) 目標値の設定方法 どのような目標値の設定方法が考え
られるか。 

p.51 

4）データの 
収集 

(1) データの収集方法 指標算出に用いるデータが手元にな
い場合、どのように収集することが
考えられるか。 

p.56 

5）指標の  
実績値計算 

(1) 指定地域単位の計算方
法 

指定地域単位でのデータがない場
合、どのように指標の実績値を算出
すればよいか。 

p.57 

6）データの 
分析・評価 

(1) 定量的な効果発現状況
（及びその理由）の
考察 

定量的な効果発現状況は、どのよう
に考察して記述するとよいか。 

p.59 

(2) 定性的な効果発現状況
（及びその理由）の
考察 

定性的な効果発現状況は、どのよう
に考察して記述するとよいか。 

p.62 

(3) 指標動向（自己評価）
の記述 

指標動向（自己評価）については、
具体的にどのように評価することが
できるのか。 

p.63 

7）取組の改善 (1) 取組改善に向けた考察 定量的及び定性的な効果の発現状況
を踏まえ、今後の取組の改善に向け
て、具体的にどのような考察と記述
を行うことが考えられるか。 

p.64 

※ 一部の事例については、自治体の意向から目標値等の数値を「●●」として表示している。 
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2. 実施手順ごとの実践事例集 
１） 活用方法の設定 
（1）モニタリング結果活用の考え方 

（問題意識） 
モニタリング結果については、どのような活用方法が考えられるか。 
（実践事例） 

モニタリングは、事業や施策の進捗、その効果の発現状況を把握することが基本である
が、モニタリング結果の活用方法として、庁内利用、市民説明及び対外的なプロモーショ
ン等への活用が期待される。 

① 庁内利用 
＜仙台都心地域（宮城県仙台市）＞ 
モニタリングの実施段階では、他部署に協力要請しながら、データの取りまとめを行うことになる。その
結果も踏まえて、他部署と連携しながら、新たな施策の検討等を共同で実施する。 

 
② 対外的なプロモーション 
＜仙台都心地域（宮城県仙台市）＞ 
指定地域における都市再生の実施計画に加え、その参考資料としてモニタリング結果も公表し、
様々な主体が参照できるようにしていく。これらの情報発信により、指定地域における再開発事業の
機運醸成が図られる。 
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２） 指標の設定 
（1）指標の設定方法 

（問題意識） 
どのように指標を設定することが考えられるか。 
（実践事例） 

指標の設定では、①地域整備方針及び関連施策を体系的に整理したロジックモデルの活用、②解説・事例集の指標一覧の活用、③既存
指標の活用（従来からまちづくりの指標として設定している指標や他部署が施策の進捗把握のために利用している指標等）等の方法が考
えられる。 

なお、ロジックモデルを作成した上で指標を設定する場合、優先度の高い指標を抜粋して［様式２_都市再生モニタリングシート］に記
載してもよい。 
① ロジックモデルの活用 
＜仙台都心地域（宮城県仙台市）＞ 

仙台市では、地域整備方針に基づき作成したロジックモデルに位置付けた指標をモニタリング指標として設定している。 
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② 解説・事例集の指標一覧の活用 
＜福井駅周辺地域（福井県福井市）＞ 

指標一覧の「１） 経済面を表す指標」の「建築用途別延床面積（業務用途、商業用途等）」を各分野の指標として設定している。  
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③ 既存指標の活用 
＜さいたま新都心駅周辺地域（埼玉県さいたま市）＞ 

地域整備方針で掲げている地域冷暖房施設の活用について、環境部局が保有しているデータから「再生可能エネルギーの導入量」を確認できるため、モ
ニタリング指標として設定している。 

 
 

 

  



50 

 

（2）データ未取得指標の位置付け方法 
（問題意識） 
設定したい指標はあるが、指標算出に係るデータが未取得の場合はどうすればよいか。 
（実践事例） 

データが未取得の指標であっても[様式２_都市再生モニタリングシート]の選択指標として設定し、将来的にデータを取得した際に活用
できるよう考え方を示しておくことを推奨する。 

その際、[様式２_都市再生モニタリングシート]の『指標及び目標値の設定理由』や[様式 4（任意）_ロジックモデルシート]の『備考
（ロジックモデル作成時の考え方、留意事項等）』に、現時点のデータ取得は難しいが、将来的に活用したい旨を記載する。 

なお、データが未取得の指標を[様式２_都市再生モニタリングシート]に記載する際、実績値の記入欄は空欄でよい。 
＜福井駅周辺地域（福井県福井市）＞ 

[様式 4]に位置付けた指標の中で、データが未取得の指標もあるが、今年度中に集計が可能なため、データが未取得の指標も[様式２]の選択指標として
設定している。 
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（3）異なる対象範囲の指標設定 
（問題意識） 
指定地域以外の範囲を対象としたモニタリング指標を設定することも考えられるか。 
（実践事例） 
 必ずしも全ての指標を指定地域単位で設定する必要はなく、指定地域内の特定施設・
エリアや他の計画区域、市区町村等の範囲で設定することも考えられる。 
＜岐阜駅北・柳ヶ瀬通周辺地域（岐阜県岐阜市）＞ 

 
 

 

３） 目標値の設定 
（1）目標値の設定方法 

（問題意識） 
どのような目標値の設定方法が考えられるか。 
（実践事例） 

基本的な考え方として、地域整備方針の「整備の目標」等、上位目標の達成に向け、
指標によってモニタリングを行う事業・施策やその効果がいつまでにどの程度実現され
ていると望ましいかを検討する。 

具体的な方法としては、①トレンドによる目標値の設定、②他地方公共団体との比較
による目標値の設定、③地方公共団体における上位計画等の KPI を活用した目標値の設
定、④その他の方法による目標値の設定が考えられる。これらの方法によっても目標値
の設定が難しい場合には、⑤暫定目標値を活用した設定を行い、適宜目標値を見直すこ
とも考えられる。 
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① トレンドによる目標値の設定 
＜岐阜駅北・柳ヶ瀬通周辺地域（岐阜県岐阜市）＞ 
【様式 2_都市再生モニタリングシート】 
指標  ｜一日あたりの平均滞在人口（岐阜駅北） 
目標値｜令和 12年度［72,000人］以上 
再開発事業や駅前広場の整備による都市機能の強化や賑わいの創出を確認する指標。目標値
は過去からのトレンドをもとに推定して設定。 
 ▼参考︓過去の実績値に基づく将来トレンド予測から設定 

 
② 他地方公共団体との比較による目標値の設定 
＜仙台都心地域（宮城県仙台市）＞ 
【様式 2_都市再生モニタリングシート】 

指標  ｜域内総生産の成長率(実質) 
目標値｜昨年度比［3.05%］以上 
地域経済を牽引する都市として、経済成長の持続状況を確認する指標。目標値は、全国政令
指定都市の前年度の平均値よりも高い水準として設定。 

▼参考︓大都市比較統計年表の前年度増加率（%）の平均値を採用 

『大都市比較統計年表』（令和5年度）市内総生産実質額の「対前年度増加率」（％）
政令指定都市平均値：３.05％
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③ 地方公共団体における上位計画等の KPI を活用した目標値の設定 
＜仙台都心地域（宮城県仙台市）＞ 
【様式 2_都市再生モニタリングシート】 
指標  ｜企業立地促進助成の実施による新規立地件数 
目標値｜令和 7年度［33件］以上 
都市機能の高度化に向けた再開発事業の波及効果を検証する指標。目標値は、仙台市実施
計画 (令和 6～8 年で述べ 100 件) を基に設定。仙台市実施計画では、過年度のデータをもと
に目標値を設定。 
 ▼参照元︓『仙台市実施計画』に設定された数値目標 

指標  ｜仙台MaaSのアクティブユーザー数 
目標値｜令和８年度［7,000人］以上 
回遊性向上、賑わい創出に当事業が寄与しているかを検証する指標。目標値は、仙台市実施
計画を基に設定。仙台市実施計画では、過年度のデータをもとに目標値を設定。 
 ▼参照元︓『仙台市実施計画』に設定された数値目標 
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④ その他の方法による目標値の設定 
A）指定管理者への要求水準をもとに設定 
＜福井駅周辺地域（福井県福井市）＞ 
【様式 2_都市再生モニタリングシート】 
指標  ｜オープンスペース（公園・広場・空地）のイベント開催日数 
目標値｜令和 10年度［●●日］以上 
オープンスペース(ハピテラス)を活用したイベントが開催され、人のにぎわいが創出されることを確認
する指標。ハピテラス指定管理者への要求基準(利用可能日の 86%)を令和 10 年度目標に設
定。 
▼参照元︓福井市にぎわい交流施設指定管理業務仕様書 

 
B）独自の計算式で設定 
＜福井駅周辺地域（福井県福井市）＞ 
【様式 2_都市再生モニタリングシート】 
指標  ｜空き店舗の数 
目標値｜令和 10年度［●●件］より小さい 
エリアの価値が向上することで、域内の空き店舗の数が減少することを確認する指標。目標値は指
定時の 50％減として設定。 
 ――― 
注︓中小企業庁が実施する「商店街実態調査」によると、商店街全体の空き店舗数は、平成３
０年から令和６年にかけて平均５.３３店から４.５２店へ改善し、この期間を比較すると、約１
５％減少したことになる。このように全国的には１５％の改善にとどまっているが福井市では、北陸
新幹線福井開業による交流人口の拡大や、市街地再開発事業・集合リノベーションの推進など、
都市機能の再集約や経済動向を踏まえ、空き店舗数を５０％減少させることを目標に設定。 

 
C）ガードレール指標として設定 
＜岐阜駅北・柳ヶ瀬通周辺地域（岐阜県岐阜市）＞ 
【様式 2_都市再生モニタリングシート】 
指標  ｜建物火災件数 
目標値｜毎年度［70件（前年度件数）］より少ない 
災害に強いまちづくりの成果を確認する指標。目標値は前年以下と考えて設定。 
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＜仙台都心地域（宮城県仙台市）＞ 
 【様式 2_都市再生モニタリングシート】 
指標  ｜自転車事故発生件数 
目標値｜令和 7年度［●●件］より小さい 
安全・安心で快適な都市環境の構築に寄与しているかを検証するガードレール指標。目標値は、
指定時水準とした。 

 
⑤ 暫定目標値の設定 
＜仙台都心地域（宮城県仙台市）＞ 
【様式 2_都市再生モニタリングシート】 
指標  ｜高機能オフィス整備床面積 
目標値｜令和 7年度［●●㎡／年］以上 
都市機能の高度化に向けた再開発事業の取組進捗を把握する指標。目標値は、過去からのト
レンドをもとに推計して暫定目標値を設定。 
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４） データの収集 
（1）データの収集方法 

（問題意識） 
指標算出に用いるデータが手元にない場合、どのように収集することが考えられるか。 
（実践事例） 

指標算出に用いるデータを都市再生の所管部署で保有していない場合、他部署に協力
を依頼してデータを収集することが考えられる。 

その際、都市再生との関係性が希薄に見えるデータであっても、都市再生の進捗・効
果をモニタリングする上で重要であることを説明するため、ロジックモデルを作成して
共有することが有効だと考えられる。 

また、長期的には、地方公共団体内でデータの保有部署が分かるように整理する等、
データ共有できるような仕組みや、共有データベースを構築することが効果的である。 

＜岐阜駅北・柳ヶ瀬通周辺地域（岐阜県岐阜市）＞ 
岐阜市では、様々な部署が保有するデータを集約するデータベース（統合型 GIS）を整備して

いる。このデータベースを活用して部署横断してデータの収集が可能である。 
加えて、指標の関係性を整理し、各指標についてデータを取得する意義を確認する観点からも

ロジックモデルを作成しており、これにより都市再生のモニタリング指標になり得るデータについて説明
することを可能としている。 

 
＜仙台都心地域（宮城県仙台市）＞ 

モニタリング指標の計算に必要なデータについては、必ずしも指定地域の主管課である都市計画
課において全て保有管理している訳ではない。このため、他部署との連携を通じて、データを収集し
ている。 

この観点から、庁内において「どのデータをどこの部署が所管しているか」が一目で分かるようにする
等、各課が取得したデータを他部署に直接展開できるような体制構築が望ましいと考えられる。 
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５） 指標の実績値計算 
（1）指定地域単位の計算方法 

（問題意識） 
指定地域単位でのデータがない場合、どのように指標の実績値を算出すればよいか。 
（実践事例） 

面積や人口による按分や緊急整備地域内のデータの積み上げによって算出する。 
＜岐阜駅北・柳ヶ瀬通周辺地域（岐阜県岐阜市）＞ 
事業所数・従業者数の面積按分による算出 

岐阜市では、まず経済センサスから町丁目単位の事業所数・従業者数データを抽出し、GIS の
町丁目境界データを用いて町丁目ごとに指定地域に含まれる面積の比率を算出。そして各町丁
目の事業所数・従業者数に対し、指定地域の面積比率を按分し、各指標の実績値を算出してい
る。計算イメージは下図の通りで、指定地域の事業所数 304 件、従業者数 1,840 人と算出。 
▼ 参考︓面積按分の計算イメージ 
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＜さいたま新都心駅周辺地域（埼玉県さいたま市）＞ 
住宅用途延床面積データの積算による算出 

 さいたま市では、建築部局より取得した『建築計画概要書』の延床面積に係る情報に基づき、住
宅用途延床面積を算出している。具体的な作業イメージとしては、下記の通り︓ 
 ① 緊急整備地域内における住宅系用途の地番を抽出して確認 
 ② ①で確認した対象地番の『建築計画概要書』の情報を建築部局から取得 
 ③ 『建築計画概要書』に記載された「住宅の部分」「工事完了予定年月日」「面積」を 

確認し、該当地番について住宅系用途面積として積算し、モニタリングシートに計上 
▼ さいたま新都心駅周辺地域における住宅系用途対象地（抜粋） 
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６） データの分析・評価 
（１）定量的な効果発現状況（及びその理由）の考察 

（問題意識） 
定量的な効果発現状況は、どのように考察して記述するとよいか。 
（実践事例） 

事業・取組の効果を考察するにあたり、基本的な考え方として、指標設定時の仮説や
着眼点を意識し、それらの観点から考察を行うことが考えられる。 

具体的な考察では、重視している指標（及びそれら指標間の関連性）に着目しなが
ら、例えば、①複数の指標を組み合わせた分析による考察、②経済・社会・環境の３分
野からの考察を行うことが考えられる。 

また、考察記述にあたってのポイントとしては、これまで取り組んできた事業や施策
の状況と、その結果としての『アウトプット」や『中間アウトカム』、『最終アウトカ
ム」に係る指標の集計結果との関連性について考え、記述することが重要である。そし
て、この関連性の考察を行うにあたっては、事前にロジックモデルを作成して整理する
ことが有効である。 

① 指標の組み合わせ分析による考察 
＜福井駅周辺地域（福井県福井市）＞ 
【様式 2_都市再生モニタリングシート】 
指標動向 

 
定量的な効果発現状況（及びその理由）の考察 

令和６年 3 月に北陸新幹線福井開業、５月に A 街区再開発事業が竣工を迎えたため、今
後は、交流人口の増加による経済の活性化及び居住人口の増加が見込まれる。域内の人口規
模は下落傾向であるものの、令和 6 年度の昨年度に完成した A 街区再開発事業に引き続き、
令和 7 年度中に B 街区再開発事業が完成予定であり、南通り地区再開発事業が令和１０年
度完成を目指して進行中である。これらの再開発事業によるマンション整備により、今後居住人口
の増加が期待される。 
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＜岐阜駅北・柳ヶ瀬通周辺地域（岐阜県岐阜市）＞ 
【様式 2_都市再生モニタリングシート】 

指標動向 

 

 
 ※ 住宅供給戸数（累計）のグラフ推移、及び主な再開発事業の位置図は岐阜市独自分析の結果 

定量的な効果発現状況（及びその理由）の考察 
市域全体では人口が減少しているものの（昨年度比 5%減少）、都市再生緊急整備地域

内では人口増加が確認できる（昨年度比 1.4%増加）。その背景には、再開発事業に伴い、
民間のマンション開発が誘発され、地域内の住宅供給戸数が増加したことが大きな要因と考えられ
る。引き続きにぎわいある市街地を形成するため、岐阜駅北地域における再開発事業の推進を支
援する。 

JR岐阜駅

名鉄岐阜駅

中心市街地活性化
基本計画区域

岐阜市役所：民間マンション
：再開発ビル

0

500

1000

1500

2000

2500

再開発ビル 民間マンション

（戸数） 住宅供給戸数（累計）

1

2

3

4
7

5

3

1
4

2

8

6

13

12

11

9

10

位 置 図

14

R
7

R
6

R
5

R
4

R
3

R
2

R
1

H
30

H
29

H
28

H
27

H
26

H
25

H
24

H
23

H
22

H
21

H
20

H
19

H
18

❹❸❷❶

⓮⓭
❿
⓫
⓬

❾
❻
❼
❽

❺❹❸❶
❷



61 

 

② 経済・社会・環境の３分野からの考察 
＜仙台都心地域（宮城県仙台市）＞ 
【様式 2_都市再生モニタリングシート】 
指標動向 
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定量的な効果発現状況（及びその理由）の考察 
【経済】 
 令和●年度に、「●●」の再開発事業が竣工したことに伴い、都心部での業務及び商業機能

の導入が進んだ。この再開発事業の完了に伴う効果は、今後の経済センサス調査等の結果公
表を踏まえて、検証予定である。 

 全国的な観光需要の回復、インバウンド増加の流れの中、仙台市では助成金等を活用した積
極的なコンベンション誘致や国内外へのプロモーション等の施策を実施してきた。その結果、宿泊
者数（昨年度比●%増加）や JR 仙台駅の１日平均乗車人員数（昨年度比●％増加）
は、順調に増加傾向で推移してきており、域内への来訪者は増えていると考えられる。一方、中
心部商店街歩行者通行量は直近５年間で増加基調にあるものの、目標としたコロナ禍前の令
和元年度水準に達していない状況がある。 

【社会】 
 協定締結の推進により、指定地域内の一時滞在施設数は増加傾向にある。これにより、市民

の防災・減災への取組も一定評価いただいている（「市民意識調査における災害対策や防災・
減災の取組に対する評価」では、目標水準の評価度を達成している）。 

 整備事業の順調な進行により、自転車通行空間整備延長は増加基調にある。これにより、自
転車事故発生件数は近年減少傾向を維持できている。次年度以降も自転車通行空間整備
を推進していくことから、さらなる減少が期待される。 

【環境】 
 再開発事業において、環境性能の高い建築物は増加傾向にある（直近年度の実績値●件

認定で、目標値も達成した）。他方、緑視率が●％減少している。 
 

 

（２）定性的な効果発現状況（及びその理由）の考察 
（問題意識） 
定性的な効果発現状況は、具体的にどのように考察して記述すると良いか。 
（実践事例） 

指定地域において着実に取組を重ねているものの、事業や施策の性質及び取組段階に
よっては、定量的な表現が難しい場合が想定される。この場合においては、定性的な取
組状況を整理して記述することにより、進捗共有することも有効である。具体的には、
取組の進捗状況等について、定性的に記載することが有効と考えられる。 
＜仙台都心地域（宮城県仙台市）＞ 
【様式 2_都市再生モニタリングシート】 
定性的な効果発現状況（及びその理由）の考察 
【社会】 
今後、都市開発事業や公共施設整備と合わせて、仙台市役所新本庁舎低層部の一体的な道
路空間の活用を検討している。これにより、仙台都心地域の仙台駅周辺から勾当台公園周辺ま
での賑わい創出が図られる見込みである。 
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（３）指標動向（自己評価）の記述 
（問題意識） 
指標動向（自己評価）については、具体的にどのように評価することができるのか。 
（実践事例） 

指標動向（自己評価）は、プルダウンから下記いずれかの評価を選択する： 
◎：実績値が目標値を達成した場合 
〇：目標値に対して順調に推移している場合 
△：目標値に対して順調な推移がみられない場合 
－：現時点ではまだ評価できない場合 
 （事業による効果発現を待つ必要がある等） 

下表例示の通り、モニタリング時点において、必ずしも『目標値』を達成していない
場合でも、目標値の達成に向けて順調な推移が見られる場合には、好評価（「〇」）を付
しておくことで、進捗の趨勢を端的に把握できるようにすることも有効である。 
＜福井駅周辺地域（福井県福井市）＞ 
【様式 2_都市再生モニタリングシート】 
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７） 取組の改善 
（１）取組改善に向けた考察 

（問題意識） 
定量的及び定性的な効果の発現状況を踏まえ、今後の取組の改善に向けて、具体的にど
のような考察と記述を行うことが考えられるか。 
（実践事例） 

取組の改善に向けては、今後具体的に「どのようなアクションを行うのか」に着目し
て考察を行うことが重要である。なお、具体的な方法としては、例えば経済・社会・環
境の３つの分野それぞれの観点から考察することが考えられる。 
＜仙台都心地域（宮城県仙台市）＞ 
【様式 2_都市再生モニタリングシート】 

項目 直近の状況 

定量的な効果
発現状況（及
びその理由）
の考察 

【経済】 
 宿泊者数（昨年度比●%増加）や JR 仙台駅の１日平均乗車人員数（昨年度比●％

増加）は、順調に増加傾向で推移してきており、域内への来訪者は増えていると考えられる。
一方、中心部商店街歩行者通行量は直近５年間で増加基調にあるものの、目標としたコロ
ナ禍前の令和元年度水準に達していない状況がある。 

【社会】 
 協定締結の推進により、指定地域内の一時滞在施設数は増加傾向にある。これにより、市

民の防災・減災への取組も一定評価いただいている（「市民意識調査における災害対策や
防災・減災の取組に対する評価」では、目標水準の評価度を達成している）。 

【環境】 
 再開発事業において、環境性能の高い建築物は増加傾向にある（直近年度の実績値●

件認定で、目標値も達成した）。他方、緑視率が●％減少している。 

 
課題及び 
対応の方向性 

【経済】 
 インバウンド増加、宿泊者数は増加しているが、より中心部商店街への誘導、回遊促進のた

めの施策が必要である。 
【社会】 
 防災・減災に関する取組の効果が発現していることから、取組を継続して事故発生の減少等

に繋げていく。 
【環境】 
 再開発事業含め、環境性能の高い建築物は増加傾向にあるものの、緑視率が減少してい

る。引き続き沿道敷地における新築・建替え時の接道部緑化の誘導を図っていく。 
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＜岐阜駅北・柳ヶ瀬通周辺地域（岐阜県岐阜市）＞ 
【様式 2_都市再生モニタリングシート】 

項目 直近の状況 

定量的な効果
発現状況（及
びその理由）
の考察 

 令和 5 年に公益的施設（子育て支援、健康運動施設）を含む複合再開発ビル・柳ヶ瀬グ
ラッスル３５が竣工。さらに、金公園リニューアル、柳ヶ瀬グラッスル３５の付設広場・G テラス
が竣工した。これら再開発事業及び広場・公園の整備事業により、地域内のにぎわい創出に
繋がっていると考えられる。特に、子育て支援施設、健康運動施設は、域外からの利用者にも
支持され、開業から現在まで年間目標を大幅に上回る利用者数となっている。また、岐阜駅
北や柳ヶ瀬通周辺の一日あたりの平均滞在人口も上昇基調にある。 

 
課題及び 
対応の方向性 

 柳ヶ瀬通周辺地域では、現時点で次に続く大型プロジェクトの予定がない。このため、柳ヶ瀬
グラッスル 35 施設利用者の増加による波及効果を検証しながら、イベント等のソフト事業や、
遊休不動産を活用したリノベーション事業等の取組を実施することが必要である。 
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V. 参考資料編 

1. 様々なデータの活用事例 
令和 3 年 8 月から令和 4 年３月に開催された「都市再生の推進に係る有識者ボード都市再

生におけるデータ活用推進 WG」にて行ったデータ活用のトライアル事例をもとに、都市再
生において把握したい効果に関連する様々なデータの取得について、以下に掲載する。 

なお、当該事例は、令和 3 年度に行った事例であり、今後より多くのデータが利活用可能
になると想定される中、都市再生の取組効果として把握したい観点が、どのような事象とし
て発現、顕在化し、どのようなデータを用いて表現することができるのか、常に新しい発想
を持ってデータの利活用のあり方について検討し続けることが重要である。 

 
１） 都市再生の進捗状況の把握について 

（１）建築確認申請の活用 

各地方公共団体に提出されている建築確認申請（建築基準法第６条第１項又は第６条の２
第１項）を集計し、用途ごとの今後の建築動向の把握を行った。なお、当該事例では、複合
施設について、主要用途区分による集計結果となっている。 

 

  

建築確認申請内容のデータ取得結果について
【建築確認申請状況（2020年度申請分）による建築物の新規フローの把握について】

【用途別申請】 【規模別申請件数】

【自治体別申請件数】 【自治体別申請延床面積】
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参考：確認申請書（建築物・二号様式） 
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（２）都市計画基礎調査の活用 

都市計画基礎調査は都市計画法第６条に基づき、都市計画区域について、おおむね５年ご
とに人口規模、土地利用、交通量等の現況及び将来の見通しを把握し、県内の都市化の動向
等を明らかにし、都市計画に関する基礎資料を得ることを目的として実施されている。 

都市計画基礎調査は毎年行うものではないが、建物の用途別等のストック量が把握できる
ほか、耐火・耐震等の状況についても把握ができるなど、地域内の建物の量的ストック・フ
ロー・性質などを詳細に分析することが可能である。 
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（マンション）の建設により都心居住が進んでいることが想定される。

新・旧耐震基準建築棟数の割合（2020年度） 耐火建築物等の推移
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区化が進んでいると想定される。
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（３）人流や消費活動などの動的データの活用 

【エリア内滞在人口の見える化】 
平日・休日ごと、昼夜間（時間帯）ごと、年齢別の観点で「エリア内滞在人口」を見える化

する。居住者・勤務者・来街者の滞在人口の把握を行うことで、地域内におけるにぎわい・
消費活動の特性を検証した。 

池袋駅周辺地域における滞在人口を「勤務者」と「来街者」で比較すると、池袋駅の東西
駅前に人が滞留しているのは同じだが、勤務者はオフィスエリアに、来街者は複合施設に多
く滞留しているといった違いが見られる。さらに、時間別にみると、勤務者と来街者がエリ
ア内に滞在している時間帯がずれていることもわかる。 

 
 

エリア内の勤務者滞在人口を男女別に比較すると、男性ではオフィス街中心に人が滞留している
のに対して、女性は大規模商業施設等の集積している駅前に多く滞留していることがわかる。年齢
階層は、30 代が中心の男性にくらべ、女性の勤務者では20 代の比率が高い傾向もみられる。 
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２） ウォーカブルな空間の創出について 

（１）人流や消費活動などの動的データの活用 

ウォーカブルな道路空間や質の高いオープンスペースの整備効果を測るために、人流分析
ツールを用いて、対象エリアや道路の滞在人口、通行量を把握する。 

 
【池袋駅周辺地域・中池袋公園の整備効果】 
豊島区では中池袋公園のリニューアルと、複合施設 Hareza 池袋が連動して整備された。そ

の整備効果を、中池袋公園と Hareza の間の道路の人流データから分析した。 

 

 
中池袋公園の整備前後では、20 代を中心に増加が見られる。Hareza も開業した一年後で

は、コロナ禍下ではあるが、歩行者は 1.7 倍程度に増加した。ただし２年後には開業前の 1.3
倍程度にとどまっている。これは例えば別の場所で開催されたイベントの影響を受けた可能
性や、コロナ禍下で Hareza のイベント状況などが変化した等、様々な可能性が考えられる。 
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【池袋駅周辺地域・イケ・サンパークの整備効果】 
造幣局東京支局の移転に伴い、敷地の一部を防災公園「IKE・SUNPARK（イケ・サンパー

ク）」として整備した。その効果について、滞留人口の変化を確認した。 

 

【豊島区】中池袋公園（オープンスペース）整備前後の通行量比較

中池袋公園とハレザの間の道
路について、４時点で比較を
実施。
それぞれ２週間の通行人数の
合計を算出。 2019.10.8～2019.10.21（開業前）

43,447人

徒歩通行量（２週間合計）
2019.10.22～2019.11.4（中池袋公園・ハレザ開業）

50,636人

2021.10.22～2021.11.4 （開業２年後）
64,286人

2020.10.22～2020.11.4 （開業１年後）
83,514人

東京都緊急事態宣言
（まん延防止等重点措置）
・2020.4.7～5.25
・2021.1.8～3.21
（まん防4.12～4.24）
・2021.4.25～6.20
（まん防6.21～7.11）
・2021.7.12～9.12
（まん防2022.1.21～2.13）
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開業後は全体的に増加。特に20代の増加が著しい。
2020→2021の減少は中池袋公園のイベントの有無、他拠点でのイベントの影響などの可能性あり
（2021.10.30-31 イケ・サンパークでハロウィンイベントあり）

データ提供：KDDI・技研商事インターナショナル「KDDI Location Analyzer」
※auスマートフォンユーザーのうち個別同意を得たユーザーを対象に、個人を特定で
きない処理を行って集計しております。

【豊島区】イケ・サンパークの取組
 造幣局東京支局の移転（2012年決定）に伴い、敷地の一部を防災公園「IKE・SUNPARK（イケ・サンパーク）」

として整備。（隣地は大学が誘致、2023年開校に向けて現在建設中）。
 2020年7月11日にプレオープン、2020年12月12 日に全面開園。

 非常時にはヘリポートとして稼働。平時には週末のファーマーズマーケットが人気（コロナで現在は中止）
 指定管理者は日比谷アメニス・NTT 都市開発ビルサービス共同事業体

https://www.ur-net.go.jp/news/20210906_timetrip_toshimaku.html

https://www.kensetsu-plaza.com/kiji/post/37846

https://ikesunpark.jp/
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全面開業前と全面開業後で比較すると、来街者は開業前に比べて約 1.3 倍～2.5 倍増加して
いることがわかる。特にファミリー層と思われる 30～40 代の増加が見られる。 

 
  

【豊島区】イケ・サンパーク滞在人口（来街者）の変化

（イケ・サンパーク全面開園前の1年間）
2019.12.12~2020.12.11（2020.7.11プレオープン）

（イケ・サンパーク全面開園後の1年間）
2020.12.12~2021.12.11（2020.12.12全面オープン）
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月曜日 火曜日 水曜日 木曜日 金曜日 土曜日 日曜日

平均20代 平均30代 平均40代 平均50代 平均60代 平均70歳以上

185

457約2.5倍

172

223約1.3倍

イケ・サンパークの来街者を全面オープン前後の一年間で比較すると、1.3
（金曜日）~2.5倍（日曜日）といずれの曜日においても大きく増加。
特に30~40代の伸びが大きい。

データ提供：KDDI・技研商事インターナショナル「KDDI Location Analyzer」
※auスマートフォンユーザーのうち個別同意を得たユーザーを対象に、個人を特定できない処理を行って集計しております。
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【札幌駅周辺地域・北３条広場の整備効果】 
北海道庁赤レンガ庁舎前の北３条広場は、道路と広場の両方の機能を持ち、イベントやカ

フェなどで市民が楽しむ場として親しまれており、当該エリアで行われたイベント効果につ
いて確認した。 

 
 

来街者に限定すると、イベント開催による効果は明確に顕在化せず、コロナ前の同イベン
トと比較して減少している。イベント効果よりもコロナの負の影響が強く出た可能性がある。 
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【札幌市】北３条広場におけるイベント開催と来訪人数推移（来街者のみ）
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人数 14 区間移動平均 (人数)

緊急
事態
宣言
2020
.2.26
～
3.19

SAPPORO
YUKITERRACE
2020
2020.2.2～2.9
合計4,954人 アカプライルミネーション

2020-2021
2020.11.20～2021.3.14
合計28,571人
（参考：11.20～1.18

合計14,804人）

SAPPORO
フラワーカーペット2021
2021.8.27～29
合計1,350人

アカプライルミネーション
2021-2022
2021.11.19～2022.3.4
11/19までの合計25,484
人
（参考：11.20～1.18

合計24,711人）

• 来街者に限定して見ると、コロナの影響でコロナ前よりも減少傾向が見られる。イベントによるプラスの効果よりも、
コロナのマイナスの影響の方が強いと思われる。

• イルミネーションは2020年、2021年での同日比較（11/20～1/18）では約＋10,000人。

まん延防止等重点措置
2021.5.9～5.15、6/21～7.11、
2021.8.2～8.26

緊急
事態
宣言
2021.
5.16
～
6.20

緊急
事態
宣言
2021.
8.27
～
9.30

データ提供：KDDI・技研商事インターナショナル「KDDI Location Analyzer」
※auスマートフォンユーザーのうち個別同意を得たユーザーを対象に、個人を特定できない処理を行って集計しております。
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【広島都心地域・基町クレド前広場での社会実験における滞在人口の変化】 
基町クレド前広場において、with コロナにおける都市の新しい生活様式に対応する可能性

を検証するため、ベンチ・テーブルの設置および飲食店を出店し、広場の新しい活用の効果
についての実証実験を行い、その成果を滞在人口から分析した。 

 
 

狭いエリアのため、特異値は排除しきれないが、日曜日の滞在時間が全般的に長くなって
いることや、飲食出店後は 60～120 分の滞在人口が平日も含めて増加等の特徴が見られた。 

データを取得する範囲を工夫することで、より精度の高い分析が出来ると思われる。 

 

【広島市】基町クレド前広場での社会実験における滞在人口の変化

60分以上
120分以下

30分以上
60分以下

30分以下

社会実験前
2021.1.14～1.27

ベンチ・テーブル設置
2021.1.28～2.10

飲食出店
2021.2.18～3.3

特異値は排除しきれないものの、日曜日の滞在時間が全般的に長くなって
いること、飲食出店後は60～120分の滞在人口が平日も含めて増えてい
る等の特徴が見られる。

データ提供：KDDI・技研商事インターナショナル「KDDI Location Analyzer」
※auスマートフォンユーザーのうち個別同意を得たユーザーを対象に、個人を特定できない処理を行って集計しております。
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（２）まちなかウォーカブル推進事業申請内容の活用 
まちなかウォーカブル推進事業は、都市再生整備計画等において、車中心から人中心の空

間に転換するまちなかの歩ける範囲の区域における、街路・公園・広場等の既存ストックの
修復・利活用を重点的・一体的に支援する事業として創設された。当該事業の内容や申請時
に設定している指標を把握、活用することで、ウォーカブルな道路空間や質の高いオープン
スペースの質的な整備効果や進捗状況を確認できる。 

＜池袋地区（東京都豊島区） 整備方針概要図（まちなかウォーカブル推進事業）＞ 

 
 

＜まちなかウォーカブル推進事業申請における指標例＞ 

 

出典：東京都豊島区「都市再生整備計画（第２回変更）池袋地区」（令和 2 年 1 月 23 日） 
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３） 環境負荷低減の取組状況の把握について 

（１）建築評価認証物件建築状況の活用 
指定地域内の CO2 排出量等、現時点において、データ取得に大きな労力を要する際には、

比較的取得が容易な環境評価認証物件の把握をもって、エリア内の環境性能の向上の進捗に
ついて判断する代替指標の活用も考えられる。その際、各エリアにおける CASBEE や LEED
等の優良建築の認証件数だけでなく、新規供給延床面積に占める割合等を活用することも判
断材料に出来ると考える。 

▼CASBEE 建築評価認証物件一覧 
（https://www.ibec.or.jp/CASBEE/certified_buld/CASBEE_certified_buld_list.htm） 
○ CASBEE 建築評価認証 

延べ面積が 300 ㎡以上の建築物であり、かつ下の評価ツールのいずれかで評価されたもの
［CASBEE-建築（新築）・CASBEE-建築（既存）・CASBEE-建築（改修）］ 

○ CASBEE 不動産評価認証 
竣工後１年以上経過したオフィスビル又は店舗ビル（又はそれらの複合用途）であり、CASBEE-不

動産で評価されたもの 
○ CASBEE 街区評価認証 

CASBEE-街区で評価されたプロジェクト 
▼LEED 建築評価認証物件一覧 
（ https://www.gbj.or.jp/leed/about_leed/certified-projetcts/） 
〇 モニタリング期間の整備地域内新規認証件数（ゴールドクラス以上）。 
 LEED ND（街区）、BD+C（新築・建物全体）、O+M（既存・建物全体） 
（参考）「温室効果ガス排出量 算定・報告・公表制度の改善に向けた当面の取組」については、環境省にお

いて議論されているところであり、より精緻なデータの活用が見込まれる際には改めてその旨を
周知していく。 

https://www.ibec.or.jp/CASBEE/certified_buld/CASBEE_certified_buld_list.htm
https://www.ibec.or.jp/CASBEE/certified_buld/CASBEE_certified_buld_list.htm
https://www.gbj.or.jp/leed/about_leed/certified-projetcts/
https://www.gbj.or.jp/leed/about_leed/certified-projetcts/
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